様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 　　　2022年4月25日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）おむろんへるすけあかぶしきがいしゃ
                      一般事業主の氏名又は名称  オムロン ヘルスケア株式会社
（ふりがな）おぎの いさお
                      　（法人の場合）代表者の氏名 　荻野 勲         印
住所　〒617-0002
京都府向日市寺戸町九ノ坪５３番地
法人番号　　7130001024920　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	1.統合レポート2021
2.自社ホームページ
3.統合レポート2021

	公表日
	1.統合レポート2021：2021年9月1日
2.自社ホームページ：2021年12月14日（更新日）
3.統合レポート2021：2021年9月1日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	1.統合レポート2021（53ページ）
https://www.omron.com/jp/ja/ir/irlib/pdfs/ar21j/OMRON_Integrated_Report_2021_jp_A4.pdf

2.自社ホームページ
https://www.healthcare.omron.co.jp/zeroevents/about/aim.html

3.統合レポート2021（54ページ）
https://www.omron.com/jp/ja/ir/irlib/pdfs/ar21j/OMRON_Integrated_Report_2021_jp_A4.pdf


	記載内容抜粋
	※オムロングループの公表媒体における「ヘルスケア事業」はオムロンヘルスケア株式会社を主体として実施している。

1.統合レポート2021（53ページ）
（以下、抜粋）
「ゼロイベント」の実現に向けた新たなチャレンジをスタートし、遠隔診療サービスをグローバルに牽引：

新型コロナウイルスの感染拡大は、通院による感染リスクの拡大やコロナ患者の増加による医療関係者の負荷増大など、新たな課題を生み出しました。特に、継続的な治療が必要な高血圧や糖尿病など慢性疾患患者は、新型コロナウイルスの罹患による重症化リスクが高いと言われており、感染リスクを恐れた通院控えによる疾患の重症化が新たな課題として顕著になった一年でした。
これらの新たな社会変化は、私たちが2015年より循環器疾患事業の事業ビジョンに掲げ、取り組んでいる「脳卒中や心不全などの脳・心血管疾患の発症ゼロ（ゼロイベント）」の実現の重要性をさらに高めています。ゼロイベントを実現するためには、脳・心血管疾患の主な要因である高血圧等の早期発見・早期治療により、適切に血圧をコントロールすることが必要です。

2.自社ホームページ 
（以下、抜粋）
オムロンヘルスケアのビジョンである「ゼロイベント」とは：

私たちが目指す「ゼロイベント」とは、「血圧測定の頻度を高めて、危険な血圧変動をとらえ、疾病リスクを予測し、発症を防ぐ」こと。それによって、寿命と健康寿命の10年のギャップを埋め、健康で充実した生活を楽しめる人を、一人でも多く増やすことです。

3.統合レポート2021（54ページ）
（以下、抜粋）
「ゼロイベント」の実現に向けた新たなチャレンジをスタートし、遠隔診療サービスをグローバルに牽引：

私たちは、これからも革新的デバイスを世界中の人たちに届け、人々の健康管理をサポートするためのデバイス事業の基盤を強化していきます。また、個人に最適な遠隔診療サービスの創出やAIを活用し個人に最適な血圧管理方法の技術確立、脳・心血管疾病予兆解析アルゴリズムの開発など、新しい分野にもチャレンジしていきます。そして、患者、医師の双方から、慢性疾患の予防・治療に欠かせない存在となることを目指していきます。


	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	1.統合レポートに記載の内容は、オムロン株式会社取締役会または代表取締役社長 CEOを議長とする「執行会議」で決定したものである。
2.11月経営戦略会議にて、12月の自社ホームページの大幅リニューアルを報告、承認されたものである。
3.統合レポートに記載の内容は、オムロン株式会社取締役会または代表取締役社長 CEOを議長とする「執行会議」で決定したものである。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	1.自社ホームページ
2.統合レポート2020
3.2020年第2四半期決算説明会（24ページ）
4.自社ホームページ

	公表日
	1.自社ホームページ：2022年4月1日
2.統合レポート2020：2020年9月30日
3.2020年第2四半期決算説明会：2020年10月29日
4.自社ホームページ：2021年12月14日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	1.自社ホームページにて公表
https://www.healthcare.omron.co.jp/corp/sf2030/

2. 統合レポート2020 (51ページ)
https://www.omron.com/jp/ja/ir/irlib/pdfs/ar20j/OMRON_Integrated_Report_2020_jp_A4.pdf

3,2020年第2四半期決算説明会（24ページ）
https://www.omron.com/jp/ja/ir/irlib/pdfs/20201029_presentation_script_j.pdf

4.自社ホームページ
https://www.healthcare.omron.co.jp/ces/risk-monitoring/


	記載内容抜粋
	1.自社ホームページ
（以下、抜粋）
オムロン ヘルスケアの長期ビジョン
SF2030 Vision　Going for ZERO　-予防医療で世界を健康に-
オムロン ヘルスケアが目指す“Going for ZERO”とは

私たちは、これまで培った技術と知見を活用し、循環器疾患と呼吸器疾患、日常生活に影響する痛みの分野において、3つのゼロを目指します。そして、デバイスだけでなく、サービスまで提供することで、慢性疾患予防・治療に欠かせない存在を目指します。

※以下は上記戦略を実現するための具体策の一つです。

循環器事業ビジョン
脳・心血管疾患の発症ゼロ（ゼロイベント）

2021年、グローバルでの血圧計累計販売台数が3億台を突破しました。家庭での血圧測定はグローバルに浸透しつつある一方で、脳・心血管疾患による死亡者数、要介護者数は増加しています。そこで、脳・心血管疾患の要因のひとつといわれる「高血圧」「心房細動」を早期に発見するデバイスやサービス展開を加速させ、重篤なリスクに直結する「虚血性心疾患の早期発見」と「心不全の増悪予防および予兆検知」にチャレンジし、ゼロイベント実現を目指します。

2. 統合レポート2020（51ページ）
（以下、抜粋）
高血圧患者用の遠隔モニタリングシステム

遠隔診療サービスの取り組みの１つである、高血圧患者向けRemote Patient Monitoringシステム「バイタルサイト（以下　VitalSight™）」の運用が、北米で最も名高い病院の一つ、ニューヨークのマウントサイナイ病院にて2020年8月にスタートしました。「VitalSight ™」は、患者が家庭で測った毎日の血圧や体組成データを、専用の通信ハブやオムロンの健康管理サービス「オムロン コネクト」を使って病院の電子カルテに送信し、医師や看護師と共有するRPMシステムです。「VitalSight™」を導入することで医師や看護師は患者の状態をタイムリーに把握でき、より効果的な治療が可能になります。また、患者は毎日のバイタルデータを医師と共有することで、治療への参画意識が高まり服薬コンプライアンスの向上や治療の継続につながります。
オムロンでは、高血圧遠隔診療が、米国の65歳以上が加入できる公的医療保険メディケアにおいて保険償還される動きに対応し、米国でのデータサービス事業の強化を進めてきました。今後は、成人の２人にひとりが高血圧という北米において、遠隔モニタリングシステムを使った新たな高血圧治療の在り方を提案していきます。


	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	1. 11月経営戦略会議にて、12月の自社ホームページの大幅リニューアルを報告、承認されたものである。
2. 統合レポートに記載の内容は、オムロン株式会社取締役会または代表取締役社長 CEOを議長とする「執行会議」で決定したものである。
3. 2020年第2四半期決算説明会での発表内容は、オムロン株式会社取締役会にて承認されたものである。
4. 11月経営戦略会議にて、12月の自社ホームページの大幅リニューアルを報告、承認されたものである。



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	3,2020年第2四半期決算説明会（24ページ）
https://www.omron.com/jp/ja/ir/irlib/pdfs/20201029_presentation_script_j.pdf


	記載内容抜粋
	2020年第2四半期決算説明会（24ページ）
（以下、抜粋）
ヘルスケア事業の成長戦略
遠隔診療サービスのグローバル展開

遠隔診療サービスの取り組みは、コロナの感染拡大の影響を受けグローバルで加速しています。一方で、医療制度は国ごとに異なるため、各国の環境に合わせたビジネスモデルを展開することが重要になります。
そこで、オムロンはそれぞれのエリアごとに最良のパートナーと協力して取り組んでいく事でサービスの普及を加速していきます。具体的にはスライドに記載している通りのパートナーと連携しています。
それぞれのパートナーが持つノウハウやシステムと、オムロンが持つ、高血圧に関する診療技術やノウハウを掛け合わせることで、高血圧患者の遠隔診療を可能にします。




　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	4.自社ホームページ
https://www.healthcare.omron.co.jp/ces/risk-monitoring/

	記載内容抜粋
	※下記を一例として、医学界におけるKOLとの協創により、医師の診療を助けるアルゴリズムを開発（診断・投薬プランの策定支援、脳・心血管疾患の重篤なリスクの可視化等）し、遠隔診療サービスに実装することによって、提供価値を拡大していきます。


AI（人工知能）技術が生み出す、家庭計測データの新たな可能性

家庭で計測した血圧などのバイタルデータを、AI技術を使って健康管理に生かし、普段の生活の中で病気の発症を防ぐ。

オムロン ヘルスケアは京都大学とタッグを組み、2021年6月1日に共同研究「健康医療AI講座」を設置、これまでにないヘルスケアAIの開発をスタートしました。目指すのは、高血圧患者の血圧コントロールの向上や脳・心血管疾患の予防に役立つAI技術です。
本講座では、「家庭計測データを生かし、普段の生活の中で重篤な病気の発症を未然に防ぐ」という新たな課題を視野に入れ、2つのテーマにフォーカスして研究を進めます。

＜研究テーマ１＞
個別最適化された血圧管理法の創出
「パーソナライズ血圧改善AI開発」

＜研究テーマ2＞
家庭計測データに基づく脳・心血管疾患の早期発見
「イベント予兆の検知AI開発」





(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	2020年通期決算説明会

	公表日
	2021年4月27日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	2020年通期決算説明会(33ページ)
https://www.omron.com/jp/ja/ir/irlib/pdfs/20210427_presentation_j.pdf

	記載内容抜粋
	（以下、抜粋）
ヘルスケア事業（HCB）遠隔診療サービスのグローバル展開
各国の医療制度や仕組みに合わせたビジネスモデルをグローバルで展開

アメリカ：遠隔モニタリングサービス「バイタルサイト」を展開中。今年度は現在の利用者数1,500人を33,000人以上に拡大する。



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	1. 統合レポート2021：2021年9月1日

	発信方法
	1. 統合レポート2021（53ページ）にて公表
https://www.omron.com/jp/ja/ir/irlib/pdfs/ar21j/OMRON_Integrated_Report_2021_jp_A4.pdf

	発信内容
	1.統合レポート2021（53ページ）
(以下、抜粋）
執行役員常務　オムロンヘルスケア株式会社代表取締役社長　萩野　勲

「ゼロイベント」の実現に向けた新たなチャレンジをスタートし、遠隔診療サービスをグローバルに牽引

この事業ビジョンの実現に向け、医療認証を取得した腕時計サイズのウェアラブル血圧計を北米・日本・欧州で発売。血圧測定と同時に家庭で心電図を記録できる心電計付き上腕血圧計を北米でリリースするなど、今までにない革新的なデバイスを上市しました。さらに、私たちのチャレンジはデバイス開発のみに留まらず、グローバルに遠隔診療サービスへの取り組みへとその領域を広げています。2020年9月には、北米で遠隔患者モニタリングサービス「バイタルサイト（VitalSight）」をスタートし、2021年4月には英国で高血圧患者向け遠隔診療サービス「ハイパーテンション プラス（Hypertension Plus）」の提供を開始するなど、グローバルに新しいサービスが動き出しました。
　コロナ禍においても、SDGsや環境対応などサステナビリティへの関心がグローバルで高まっています。私たちも、事業の成長を通じて世界中の人々の「健康」に貢献するとともに、家庭血圧の普及に取り組むなどSDGs目標の達成に向けて積極的に活動しています。また、革新的デバイスの開発と同時に、紙パッケージの導入によるプラスティックの材料削減、パッケージの小型化による紙資源の保護、カーボンニュートラルの製造ライン導入検討など環境に優しいものづくりに取り組んでいます。また、太陽光発電の利用など環境に優しいオフィス環境づくりも積極的におこない、あらゆる観点から事業活動を見直し、サステナビリティの取り組みを推進します。




　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2017年11月頃　～　2018年11月頃

	実施内容
	弊社は、オムロングループの一員として、オムロン株式会社を中心とした情報処理システムにおける課題把握に取組んでいる。

（実施内容）
オムロン株式会社のCEOと同社DX推進部署の責任者との四半期ごとの会議体や、DXに関わるプロジェクト進捗確認などの定期的なコミュニケーションで現状を踏まえた課題を把握。
2018年11月の取締役会において、CEOが「2030年の経営システムとITシステムのあるべき姿と課題」、「全社ITシステム戦略」について報告。以降、取締役会の重点テーマとして監督、進捗確認を継続
［現状の課題］
・経営システム*の標準化とグローバルでの連携強化
2030年を見据えた「あるべき経営システム」の実現には、グローバルでの業務プロセス標準化とITシステムが鍵
＊経営管理、会計ガバナンス、SCM、グローバル人財マネジメント
・変化対応力が高く、効率的なITシステムの構築
事業やエリアごとに最適化された現状ITシステムでは、発展性に欠けるため、変化対応力が求められる“あるべき経営システム”の実現は困難



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2011年以降継続して実施中

	[bookmark: _Hlk87619684]実施内容
	弊社は、オムロングループの一員として、オムロン株式会社を中心とした以下のサイバーセキュリティに関する取組を2011年以降継続して実施している。
（実施内容）
1. 統合レポート2021（32ページ）
https://www.omron.com/jp/ja/ir/irlib/pdfs/ar21j/OMRON_Integrated_Report_2021_jp_A4.pdf

グローバル情報・セキュリティをグループ運営上の最重要リスクであるSランク*と位置づけて、以下対策を実施している。
［対策］
情報セキュリティ強化をグローバルで図るべく、平常時からの監視・未然防止対策、及びインシデント発生時の円滑かつ迅速な対応可能な体制としてオムロン株式会社のCFOを統括役員とするサイバーセキュリティ統合会議を運用しています。また、グローバル標準の情報セキュリティマネジメントシステムに基づく対策を評価し、課題に対応しています。さらに、情報セキュリティ及び個人情報保護に関するグループルールを整備しています。Webサイトの脆弱性診断やサイバーアタック訓練、および情報リテラシー向上のための社員教育等により、対策の実効性を高めています。
［主な取組み］
· Webサイトの脆弱性診断と課題対応　
· 工場ネットワーク環境の分割と保護の強化
· サイバーアタック訓練の実施
· 巧妙化するサイバーリスク事案の分析に基づく、情報の暗号化対策の実施　
· 個人データ規制の把握と、個人の権利を保護するための対応実施　
· 情報セキュリティルールに基づく情報の取扱の徹底（利用、保管、廃棄、事故発生時の対処の運用など）
· 情報リテラシー向上のための社員教育　
＊Sランク : グループの存続を危うくするか、重大な社会的責任が生じうるグループ運営上の最重要リスク

該当ページのURL：
統合レポート2021（P32）
https://www.omron.com/jp/ja/ir/irlib/pdfs/ar21j/OMRON_Integrated_Report_2021_jp_10.pdf

【社外との連携について】
社外との連携活動として、他社との情報ルートを持ち、セキュリティインシデントに関する情報収集・交換をしております（例：日本シーサート協議会*、京都5企業で結成したセキュリティワーキンググループ）。また、当社からIPAへの出向者が2名おり、定期的に意見交換をしている。
* 高度化・巧妙化するサイバーセキュリティに対し、オムロングループ全体で全社横断的な情報セキュリティ対策活動を推進する組織として、2017年4月にOMRON-SIRTを設立。
該当ページのURL：https://www.nca.gr.jp/member/omron-sirt.html

※情報セキュリティ内部監査をグローバル監査室にて実施している。
サイバーセキュリティに関しては、Webサイトの脆弱性診断、サイバーアタック訓練など、情報セキュリティ専門部門において、モニタリング、レビュー、対策実行を実施している。
参考資料として、Web脆弱性診断についての概要説明資料、モニタリングから対策実施までの管理表を添付。
ファイル名：脆弱性診断について_OMRON.pdf
ファイル名：【診断状況管理表抽出】■FY20_定期診断状況_r2.xlsx
※直近（過去１年程度）に特段のセキュリティ上の問題は発生していない。
※社内に情報処理安全確保支援士は複数名在籍しているが、人数管理はしていない。会社として、資格取得者には奨励金（一時金）を支給。また、全社IT推進部門として、情報処理安全確保支援士の登録・維持にかかる費用を支給し、資格取得を奨励している。




（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

